


【割引料の負担状況】

【手形サイトについて】
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これまでの議論 「約束手形の運用改善」
【約束手形の現金払い化】

 手形サイトについては、全体として改善傾向にあるが、受取側はサイトをさらに短くすべきとの声が大半。
一方で、サイトの長さを決定している支払側は現状維持の意向が大半。

 サイトは受取側から支払側に対する無利子融資の期間と同等のものと考えられ、受取側の資金繰り負担を考慮
すると、サイトは短くすべきではないか

 割引料は、どの業種においても受取人が負担している構造。
 割引料は、金銭が支払われるまでの期間に対する利息としての性格や、振出人の信用リスクに対するコストとして
の性格を有していることに鑑みれば、期限の利益を享受する振出人が負担することが原則ではないか。

 また、（信用の高い）発注者が負担することが社会的効率性の観点からも望ましいと考えられる。

 約束手形全体は減少傾向している。特に、下請企業に対する約束手形の現金化の取組は進展。
しかし業種によって取組に差がみられることや大企業間取引での現金化については課題が残る。

 支払側、受取側共に事務負担やコストを中心に約束手形をやめたいという意向が強いものの、業界全体や取
引企業側の事情でやめられない。

「未来志向型の取引慣行」の実現のため、約束手形自体をやめていく方策を検討

















[紛失した場合に必要な手間・費用]
①警察へ紛失届(または盗難届)を提出
②支払企業より取引銀行へ連絡、取引銀行にて事故届を発行(手形金の支払差し止めを要請)
③裁判所に「公示催告の申立」をし「除権決定」を受領

(紛失した手形を無効とする手続きで除権決定までに5～6ヶ月を要し、申立手数料、
官報公告掲載料等の費用が発生、除権決定後に受取人は支払人に支払請求が可能となる）

利用者 コスト 約束手形 コスト
比較 電子記録債権(でんさい) 現金(EB振込）

支払側

導入コスト ・機械化費用(チェックライター、専用プリンタ購入、
手形管理システム導入費等） < ・PC購入費

・EB契約料
・PC購入費
・EB契約料

人件費 ・担当者人件費 > ・担当者人件費 ・担当者人件費

諸費用
・手形台帳保管コスト
・手形郵送費
・紛失等リスク対応諸費用

> ・PC利用に係わるコスト ・PC利用に係わるコスト

銀行手数料 ・手形台帳交付手数料 < ・発生記録手数料 ・振込手数料

印紙代 ・支払手形印紙代 > （不要） （不要）

受取側

導入コスト ・機械化費用(手形管理システム導入費等） < ・PC購入費 ・EB契約料 ・PC購入費 ・EB契約料

人件費 ・担当者人件費 > ・担当者人件費 ・担当者人件費

諸費用
・受取手形保管コスト
・領収書郵送費
・紛失等リスク対応諸費用

> ・PC利用に係わるコスト ・PC利用に係わるコスト

銀行手数料 ・取立手数料（・手形割引料） > ・入金手数料（・手形割引料） （不要）

印紙代 ・領収書印紙代 > （不要） （不要）

 約束手形の利用で発生するコストのうち、負担の大きい人件費・印紙代は電子的な決済手段利用で削減可。
 銀行手数料では、支払側は「約束手形＜でんさい・EB」、受取側は「約束手形＞でんさい・EB」となっている。

【参考①】利用者のコスト一覧
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（資料）平成30年 手形・小切手の社会的コストの実態調査
（全国銀行協会）をもとに事務局作成

手形・小切手の社会的コストの実態調査





 その他、金融機関・手形交換所においても、紙媒体であることに伴うコスト負荷あり。
 また、約束手形は分割できないため、過大な金額の約束手形を交付せざるを得ない場合もある。

【金融機関・手形交換所のコスト】
 取扱額が大きかった時代は黒字だったが、現在は手形交換所の運営費、手形の輸送コスト、システム投資など
がかかり、赤字。 【金融関係者】

 手形台帳の管理（セキュリティを含む）や割引時の確認など、コストがかかるため、金融機関にとってはコストに
なっている。【金融関係者】

（資料）平成25年度下請代金の受取等に関する調査事業報告書（約束手形に関するヒアリング調査）より一部抜粋

1-2.「紙」であることにより生じるコストとリスク ②金融機関と手形交換所

【裏書譲渡にかかわるコスト】
 約束手形は分割ができないため、仮に請求金額よりも手元にある約束手形の金額が大きくても手形を回さざる
を得ない場合がある。 【金融関係者】
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◎メリットを受けるケース △デメリットを負担するケース

約束手形の取引慣行 振出人 受取人 金融機関

資金繰り関連

・支払サイトの確保 ◎現金・振込に比べ、支払まで
のサイトが長い

△入金が遅い

・割引料の負担 ◎サイトのメリットを受けるも、割
引料を負担するケースは稀

△資金が必要な場合、手数料を
負担して手形を割引

コスト関連

・手形帳発行手数料 ◎発行手数料は割安 △コストに見合う手数料を請求
できていない可能性もある

・手形印紙代 （振出人が負担）

・郵送料 ◎通常は振出人負担だが、受取
人負担のケースも見られる

△郵送料の負担を求められる
ケースも見られる

・取立手数料 △受取人が取立手数料を支払う
必要がある

△金融機関内部の事務コスト、
手形交換所の運営コスト等、
十分に手数料に反映できてい
ない可能性もある

メリットが多い

2-2.約束手形をやめられない理由 ②振出人に有利な取引慣行の存在
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 約束手形にまつわる取引慣行には振出人に有利なものが多く、約束手形による支払を続けるインセンティブと
なっていると考えられる。



(n) 勘案
されている

一部勘案
されている

勘案されて
いない 分からない

全体 (1327) 3.2 7.4 76.9 12.6
建設業 (269) 2.2 7.1 74.0 16.7
製造業 (535) 3.4 7.3 78.9 10.5
卸売業 (346) 2.0 7.5 82.4 8.1
小売業 (47) 6.4 10.6 70.2 12.8
運輸業 (33) 9.1 9.1 48.5 33.3
サービス業 (69) 7.2 4.3 65.2 23.2
その他 (28) 0.0 10.7 71.4 17.9

(n) 取引先の
要望

自社の
要望

業界の
商慣習 その他

全体 (1783) 88.9 5.4 19.1 2.7
建設業 (345) 89.6 2.3 18.0 2.9
製造業 (723) 90.3 6.2 17.4 2.1
卸売業 (472) 88.1 7.4 25.4 1.7
小売業 (67) 86.6 4.5 14.9 4.5
運輸業 (45) 84.4 2.2 6.7 6.7
サービス業 (92) 90.2 1.1 13.0 5.4
その他 (39) 71.8 7.7 20.5 12.8

2-2.約束手形をやめられない理由②振出人に有利な取引慣行の存在(続き)
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 アンケート結果、ヒアリング結果でも、振出人に有利な取引慣行がうかがえる。

令和2年度アンケート調査

＜受取手形のサイト決定理由（%）＞

＜割引料の勘案状況（%）＞

（割引料）

 割引料は受取人の負担となっている。これは取
引慣行だが、発注者・受注者の力関係によるとこ
ろが大きい。（金融関係者）

 約束手形の割引手数料は受取人が負担している
のが実態。（金融関係者）

（郵送料の負担）

 建設業において、手形を受取人に郵送するにあ
たり、郵送料・保険料（1000～1500円程度）を差し
引く事例がある。（事務局調査）

（金融機関のコスト）

 現在では手形の取り扱い枚数が減少してきてい
ることもあり、手形交換所の運営費、手形の輸送
コスト、システム投資などがかかり、手形の取り扱
いは赤字と思われる。（金融関係者）

インタビュー調査

（資料）令和2年度アンケート調査より （資料）令和2年度インタビュー調査より



振出側のランニングコスト 手形 でんさい

人件費 9,148 5,703

システム・諸費用 0 0

銀行手数料 384 7,228

用紙交付手数料 384 0

でんさい・発生記録手数料 0 7,228

手形印紙代(1枚200円×年12回) 2,400 0

合計 11,932 12,931

（保守的にゼロとして試算）

受取側のランニングコスト 手形 でんさい

人件費 11,181 4,461

システム・諸費用 0 0

銀行手数料 5,833 2,256

取立手数料 5,833 0

でんさい・入金手数料 0 2,256

領収書印紙代(1枚200円×年12回) 2,400 0

合計 19,414 6,717

（保守的にゼロとして試算）

 約束手形およびでんさいについて、利用者のランニングコストは以下のイメージとなる。
 下記事例では、振出側の「手形帳交付手数料(約束手形)」が「発生記録手数料(でんさい)」よりも安いため、

コスト面で振出側がでんさいへ移行するメリットが薄い。

【参考】約束手形利用者のランニングコスト
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※印紙代「手形金額」
10万円未満：非課税
10万円以上100万円以下のもの：200円
100万を超え200万円以下のもの：400円
200万円を超え300万円以下のもの：600円
300万円を超え500万円以下のもの：1,000円

振出側 受取側

【利用者のランニングコスト（事例）】

[手数料水準]
・手形帳1冊：2,000円～(手形1枚あたり40円~60円程度) ←銀行の中には値上げする動き有
・発生記録手数料：1件あたり数百円～1,000円未満
・取立手数料：1件あたり数百円～1,000円程度

（資料）平成30年 手形・小切手機能の電子化に関する検討会報告書（全国銀行協会）をもとに事務局作成
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2-2.約束手形をやめられない理由④代替手段の問題:電子記録債権の課題
 電子記録債権を利用しない理由としては「取引先が利用していない」「メリットを感じない」という声が多く、約

束手形を代替する手段となり得るほど、電子記録債権が適切に認知されていない可能性がある。
 また電子記録債権の互換性など、機能面における改善を求める声もある。

[電子記録債権を利用しない理由（%）]

［電子記録債権に関する企業の声］
 決済手段の互換性を向上してほしい。例えば電子記録債権でも、全銀協、メガバンクで規格が異なる。また当
社と協力会社が電子記録債権で決済を行いたくとも、協力会社のその先の支払手段が異なると難しい場合もあ
る。（建設業）

 電子記録債権の導入を進めているが、取引先が対応していないと導入できないため、紙の手形もいまだ多い。
取引先に強制することはできないため、何か国のフォローがあればよい。（建設業）

業種 (n)
導入に費
用がかかる

社内体制
の変更が難
しい

ｾｷｭﾘﾃｨに
不安がある

取引先が
利用してい
ない

ﾊﾟｿｺﾝの操
作に慣れて
いない

手形現物
がないと不
安がある

手形と電子
記録債権
を併用する
ことで､
管理が面
倒になる

ﾒﾘｯﾄを感じ
ない

導入の方
法が分から
ない

電子記録
債権を知ら
ない

特にない 利用を検
討している

既に利用
している

利用する必
要がない その他

全体 3350 8.5 6.9 6.5 20.1 2.5 1.6 8.0 12.5 3.0 4.5 12.8 3.5 21.7 22.6 1.8

建設業 577 10.1 8.8 9.9 25.6 3.3 2.9 9.0 13.3 4.5 5.9 11.6 4.2 24.4 16.3 1.0

製造業 1059 9.3 6.6 5.2 20.8 2.1 2.2 9.9 12.9 2.5 2.4 11.7 4.4 27.7 16.0 2.1

卸売業 675 7.4 6.7 4.9 21.2 2.7 1.5 10.5 11.0 1.6 2.7 10.5 3.9 30.8 15.4 2.8

小売業 206 7.3 5.8 8.7 13.6 3.4 0.0 7.8 14.6 1.9 7.3 14.1 1.9 11.7 34.5 1.0

運輸業 118 11.0 11.9 8.5 16.9 5.9 0.8 2.5 9.3 5.9 7.6 14.4 4.2 12.7 27.1 1.7

サービス業 487 7.0 6.0 6.4 16.4 1.8 0.4 2.9 14.4 3.7 6.8 16.8 1.6 7.2 38.2 0.8

その他 228 7.5 4.4 6.1 14.5 0.4 0.4 2.6 9.2 2.6 7.0 17.1 0.9 5.3 44.7 1.8

（資料）令和2年度アンケート調査より

（資料）令和2年度インタビュー調査より



回答 大企業 中小企業 小規模事業者 合計

PC・でんさい等の操作が不安 0 12 22 34

事務負担が増えそう、管理方法の変更が手間 0 11 10 21

導入時の負担（システム改修・事務手続き、取引先との調整、等） 1 13 2 16

資金繰り 2 9 3 14

セキュリティ対策が不安 1 6 5 12

特に困らない 17 92 25 134
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2-2.約束手形をやめられない理由 ④代替手段の問題：ITリテラシー

［紙の手形・小切手がなくなると困る点］

（資料）平成30年 手形・小切手機能の電子化に関する検討会報告書（全国銀行協会）より事務局作成
［電子記録債権に関する企業の声］
 紙の手形にまつわるリスクを排除するために電子記録債権に移行したが、はじめて導入するにあたっては苦労をし
た。公開されている文書を参照したり、銀行などの機関によるフォローを受けたりしながら徐々に操作に慣れていっ
た。慣れると使い勝手が良く、事務負担も減ったので助かっている。 （製造業）

 サイト短縮に続き支払手形の電子化を進めているが、1次下請けより下流については小規模のところも多く、支払
手形をすべて電子化するハードルは高い。 （建設業）

 中小・小規模事業者は紙の手形・小切手がなくなることによる具体的な課題として「PC・でんさい等の操作が
不安」であることを挙げており、ITリテラシーが中小企業の支払手段の電子化に対する障壁となっていることが見
て取れる。

（資料）令和2年度インタビュー調査より
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2-3.脱約束手形の動き ②支払条件を改善した企業の声

（資料）令和2年度インタビュー調査より

支払条件を改善した企業へのインタビュー結果

実施した
背景・理由

実施した理由は「通達改正・自主行動計画」、「自社及び取引先のコスト削減」が
多い。

• 自社・取引先双方の事務・コスト負担（特に印紙代）が、支払手段の電子化を行った理由である。また、これまで下請会社
の手形紛失が多く、対応する負担が大きいという背景もある。

• 国土交通省の要請に従い、建設・設備業界全体としてサイト短縮を行う企業が増加してきた。

• 当局からの要請によるところが大きいが、業界全体として手形サイト短縮の流れがあり、競合他社に劣後したくない、協力会社
との関係を強化したいという理由もある。

• 手形通達や業界の自主行動計画に謳われている通り、支払サイトを「将来的に60日以内とする」という努力義務は、遅か
れ早かれいずれは達成しなければならないものであるという認識があったため、今回の実施に踏み切った。

実施の準備

改善は自社キャッシュフローに大きな影響があるため、資金繰りを入念に分析・検
討した声が多い。

• 社内的には、他社もやっているので仕方がないという雰囲気であったが、キャッシュフローへの影響は大きいため十分な検討が
必要であった。

• 検討期間を含めると、1年くらいの準備を要した。準備の際には財務シミュレーションを行い、現金化に伴う資金繰りの試算を
行った。

• 過去の実績から財務的なシミュレーションを行い、借り入れの必要性などの判断材料とした。その作業に大体１～２か月を
要した。
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2-3.脱約束手形の動き ②支払条件を改善した企業の声（続き）

（資料）令和2年度インタビュー調査より

支払条件を改善した企業へのインタビュー結果

困難に感じた点

脱約束手形を進めるにあたっての資金繰りを苦慮する声や、代替手段の互換性・普
及具合から取組に難しさを感じる声が多い。

• 日本政策投資銀行等からの融資による支援では利息が負担となった。更なる支払条件改善については、国からの補助金等
があるとよいと感じた。

• 切り替え時には、想定外の一時的な資金不足が発生し、金融機関からの借り入れも行った。

• 電子記録債権の導入も進めているが、取引先が対応していないと導入できないため、紙の手形もいまだ多い。

• 全銀協、メガバンクで電子記録債権の規格が異なるため、電子記録債権で決済を行いたくとも、サプライチェーンの決済手段
が各々で異なると難しい場合もあった。

• こちらがサイトを短縮しても、大企業からの代金受取については不変である。支払を受ける場合、基本的に支払側が決めた
サイトに従うしかない。サプライチェーン全体の改善が必要であると感じる。

実施の影響

改善したことで、事務負担の削減や取引先との関係良化につながったという声が多
い。

• 〔電子化の影響〕電子記録債権の導入は苦労した。銀行などの機関によるフォローを受け徐々に慣れていった。慣れると使い
勝手が良く、事務負担も減った。

• 〔サイト短縮の影響〕新規取引先からは、競合他社でも60日まで支払サイトを短縮している先は少ないと、高い評判を頂いて
いる。

• 〔現金化の影響〕仕入先の資金繰り良化による財務体質改善が実現され、より良い関係を築くことができた。
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①サプライチェーン全体での取り組みの必要性
• 自社のみで約束手形をやめていくと資金繰りを負担する必要ある。
大企業間取引も含め、サプライチェーン全体で約束手形をなくす取り組みが必要なのではないか。

②約束手形の振出人がコストを負担しない取引慣行の適正化
• 支払手段として約束手形を選択しているのは振出人。しかし、振出人が約束手形に伴うコストを負
担していない取引慣行があるため、約束手形が選択され続けているのではないか。

③約束手形のサイトを短縮化、約束手形をやめていく企業に対する資金繰り支援
• 約束手形を現金化する際には支払サイトの短縮化を伴うため、資金繰りの負担が生じる。
この負担を軽減する方策はないか。

④中小企業に対するIT支援
• 紙の約束手形をやめて電子取引（インターネットバンキング、電子記録債権）に移行する際、
中小企業のＩＴ化に対する施策が必要ではないか。
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調査内容 調査結果の概要

1 国内比較①
企業規模別の傾向

全体として、大企業ほど買入債務回転期間(支払サイト)が長くなる傾向にある。
（例）
製造業 ：【資本金10億円以上】 平均1.70ヵ月 ＞【資本金1千万円未満】 平均0.76ヵ月
非製造業：【資本金10億円以上】 平均1.37ヵ月 ＞【資本金1千万円未満】 平均0.62ヵ月

2 国内比較②
業種別の傾向

支払サイトは多くの業種において一定の日数に集中するが、個社のばらつきも相応に
見受けられる。
製造業・建設業・卸売業のサイトは、全産業平均よりも長い。

3 諸外国との比較
欧米諸国と比較すると、日本の支払サイトは長い傾向にある。
例）「買入債務回転期間（≒支払サイト）」

〔アジア（日本、シンガポール）＞オーストラリア＞アメリカ＞イギリス＞ドイツ〕

支払サイトの分析調査：調査概要
買入債務回転期間を算出することで、企業の支払サイトの傾向を分析する。



32

支払サイトの分析調査 ①企業規模別比較
財務省の分析によると、売上債権回転期間・買入債務回転期間ともに、下記の傾向が見られる。

 規模（資本金）が大きいほど期間が長い。

 製造業の方が非製造業より期間が長い。

資本金

業種

10億円
以上

1億円～
10億円

1,000万円
～1億円

1,000万円
未満

製造業 2.45月 2.39月 2.17月 1.64月

非製造業 1.97月 1.84月 1.48月 1.07月

※売掛債権回転期間＝(売上債権［売掛金・手形など］）/（売上高÷期間）で算出。

資本金

業種

10億円
以上

1億円～
10億円

1,000万円
～1億円

1,000万円
未満

製造業 1.70月 1.78月 1.43月 0.76月

非製造業 1.37月 1.55月 1.22月 0.62月

※買入債務回転期間＝(買入債務［買掛金・手形など］）/（売上高÷期間）で算出。

【売上債権回転期間】 （≒回収サイト） 【買入債務回転期間】 （≒支払サイト）

回転期間の業種・規模別平均（2018年度）

（資料）財務総合政策研究所：「法人企業統計調査からみる日本企業の特徴」（2020年5月）

法人企業統計調査
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 支払サイトが長いと、「受取人への資金繰り負担」、「資金効率の悪化」、「資金調達コストの増
加」が生じるため、以下の取り組みにより短くしていくことが必要ではないか。

①大企業の支払サイトが長い
• 大企業から率先した取り組みが必要。

②サプライチェーン全体での取り組み
• 個々の企業が「受取」と「支払」のサイトをバランスさせるのが理想であり、サイトを短くするためにはサプラ
イチェーン全体での取り組みが必要。

③約束手形から現金払いへの移行
• 約束手形は支払サイトを長期化させる一因である。

支払サイト短縮に向けて
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4-2.ファクタリングの課題 ②現状の法規制

事項 下請法 振興基準

貸付け又は支払の時期 貸付け又は支払の始期は、下請代金の支払期日と同じ。
⇒受領した日から60日以内。 【総長通知Ｓ60.12.25 １項】 -

決済期間 120日以内（繊維業は90日以内）【部長通知Ｓ60.12.25 7項】 手形で支払う場合と同様。 【第4-4)-(6)】

加入・脱退の自由

① 一括決済の加入は自由な意思によること。
【部長通知Ｓ60.12.25 1項】
② 脱退の自由 【部長通知Ｓ60.12.25 3項】
一括決済方式に応じることを強制し、又は応じない場合に不利な取扱
いをする場合は、独占禁止法第19条（不公正な取引方法の禁止）
の規定に違反するおそれがあるものとして扱う。

一括決済方式への加入及び脱退は下請事業者の自主的判
断を 十分尊重すること。 【第4-4)-(6)】

三者契約
一括決済方式を下請代金の支払方法として用いる場合は、親事業者，
下請事業者及び金融機関の間の三者契約によること。
【部長通知Ｓ60.12.25 2項】

-

一括決済方式への変更
による不利益変更の禁止

① 支払条件を実質的に不利となるよう変更しないこと。
② 変更することによって生じる費用を負担させないこと。
【部長通知Ｓ60.12.25 1項】

同左 【第4-4)-(6)】

貸付け等が不能となった
場合の措置

貸付け等が不能となった場合、法4条1項2号違反（支払遅延）として
扱う。【総長通知Ｓ60.12.25 2項】
支払不能の場合は全額を支払う。【部長通知Ｓ60.12.25 5項】

-

その他 担保追徴の禁止、償還請求権の放棄、一括決済方式による支払状況
の報告 等 【部長通知Ｓ60.12.25】 -

 下請法および振興基準では、ファクタリングに関して、下請事業者の利益を保護する観点から、
親事業者から一括決済方式の強要を禁止する等を含め規定あり（以下一部抜粋）。
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4-3.フィンテックの動き ①オンライン系ファクタリングの動向
 最近では、オンライン（非対面）での申し込みをして、小口債権の現金化にも対応した

オンライン系ファクタリングが注目され、金融機関との業務提携が拡大している。

【最近の動向】 （資料）各社プレスリリースより

■ MF KESSAI株式会社
2020/7/22 福岡銀行と2社間ファクタリングの共同事業化に向けた実証実験開始

（MF社の「アーリーペイメント」を提供。決算書、通帳明細等より与信審
2020/7/17 三菱UFJファクターと売掛債権の決済保証について業務提携

（三菱UFJファクターの取引先企業向けに、請求書の発行から督促まで請求
2020/7/3 広島銀行と売掛債権の決済保証についてビジネスマッチング契約締結

2020/6/26 静岡銀行と売掛債権の決済保証についてビジネスマッチング契約締結

■ OLTA株式会社
2020/9/15 あいおいニッセイ同和損保とクラウドファクタリングについて業務提携
2020/9/14 オリックスとクラウドファクタリングについて業務提携
2020/8/19 三菱UFJリースとクラウドファクタリングについて業務提携
2020/7/30 群馬銀行と十六銀行にクラウドファクタリングのOEM提供開始
2020/4/8 東日本銀行とクラウドファクタリングについてビジネスマッチング契約を締結
2020/4/1 山陰合同銀行とクラウドファクタリングの共同事業に向けた実証実験開始

2020/2/10 新生銀行と「anew」を設立、クラウドファクタリングの提供を開始
2020/1/15 りそな銀行とクラウドファクタリングについてビジネスマッチング契約を締結

【金融機関との業務提携によるメリット】

オンライン系ファクタリング会社
ーファクタリングの信頼度・知名度の向上
ー利用者増加によるAI審査の精度向上

金融機関
ー小口案件の業務効率化
ー取引先の利便性向上
ー紹介手数料の獲得
ー顧客リレーション向上・取引の裾野拡大
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4-3.フィンテックの動き ②POファイナンスー概要
 中小企業の受発注時点での資金調達ニーズは高く、受発注情報をもとにした融資は海外では広く普及してい

る。一方本邦においては、固有の商慣習（納品後に支払が確約されてない・取りやめとなる可能性がある等）
や二重譲渡の恐れから、あまり普及してこなかった。

 しかしながら、近年フィンテック企業による電子記録債権を利用したPOファイナンスの開始も見られ、金融機
関、地方自治体との連携も進んでいる。

【POファイナンス®（Tranzax株式会社）】
 2018年7月よりPOファイナンス®サービスを開始。複数金融機関とも提携、地方自治体の発注にも注力（例:2020年4月より岡山県が導入開始）。
 受発注書の登録により電子記録債権を発生（記録）、これを金融機関に譲渡（記録）し担保とする。
 融資後、納品・検品をもって、変更（抗弁切断の記録）により債権確定、 請求・支払となる。
※電子記録債権を利用するため、二重譲渡、契約者不在、多重請求等リスクなし

（資料）Tranzax株式会社HPより

提携金融機関(2020/9末時点)
• 横浜銀行
• 福岡銀行
• 中国銀行
• 広島銀行
• 第三銀行
• 文化産業信用組合
• 豊田信用金庫
• 朝日信用金庫
• 東京東信用金庫
• 城北信用金庫
• 商工組合中央金庫
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4-4.その他決済手段の普及に向けた課題

～中小企業にとって使い勝手の良いファクタリングとは～
 手数料が安いこと

• 大手ファクタリング会社では、社内の稟議・事務の負担を鑑みると高コストとなる。
• オンライン系ファクタリング会社の手数料は「数%～」と他社比安い。

 取扱金額が低いこと
• 大手ファクタリング会社では、最低取扱金額が「数千万円～」と中小企業にはハードルが高い。
（手数料と同様に稟議・事務の負担がネック）

• オンライン系ファクタリングでは、最低取扱金額が「数十万円～」と小口債権の利用がし易い。
 短時間で現金化できること

• 事例では現金化に1週間ほどかかる場合もある。
 信頼できるファクタリング会社であること

• 昨今では違法な業者の存在もあり、利用者にとってはファクタリング会社の信頼度・知名度がポイント。
（信頼度・知名度向上の観点から、オンライン系ファクタリングでは金融機関との業務提携が拡大）

 知名度
• フィンテック企業が電子記録債権を活用したサービスを展開し始めたところであり、現状の知名度は低い。

【ファクタリングの課題】

【POファイナンスの課題】




